
「運用の基本方針」の規定変更の要約

① 【債券の種別構成比】に係る規定
② 【債券種別区分】に係る規定

　　　保有残高の種別構成比を、市場債券種別構成比に準じたものとする。

　 「国債」「政府保証債」「財投機関債」「地方債」「社金債」の５種別。

保有債券
残存年限 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年

＜債券運用実務の詳細＞

　　　当該事業年度に新規取得する債券を、市場における残存10年限債券の種別構成比に準じたものとする。

【債券種別区分】
　　「国債」「政府保証債」「格付け制限あり債券」の３種別。

保有債券
残存年限 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年

＜債券運用実務の詳細＞

③ 【１発行体当たりの債券保有額の上限】に係る規定
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　　　財投機関債・地方債・社金債それぞれについて、１発行体当たりの保有債券残高の上限は、原則として同一種別の債券の保有総額残高の１０％とする。

　　　「格付け制限あり債券」について、１発行体当たりの保有債券残高の上限は、原則として「格付け制限あり債券」保有総額残高の５％とする。

現
行
規
定

変
更
後
規
定

年度末　残存年限別　保有債券残高イメージ図

　　当該事業年度において新たに取得した「国債」「政府保証債」「格付け制限あり債券」
　　のそれぞれ種別構成比を、これら３種別それぞれの市場における残存年限１０年債券
　　の種別構成比に準じたものとする。

【債券の種別構成比】

【債券の種別構成比】

　　当該事業年度末の保有債券残高における「国債」「政府保証債」「財投機関債」
　　「地方債」「社金債」のそれぞれの種別構成比を、これら５種別それぞれの市場
　　における種別構成比に準じたものとする。

年度末　残存年限別　保有債券残高イメージ図

【債券種別区分】
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債券種別：　「国債」「政府保証債」「財投機関債」「地方債」「社金債」

別紙２

債券種別：　「国債」「政府保証債」「格付け制限あり債券」
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